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本日のテーマ

新聞メディアの将来を考える、認識のギャップを埋める

1. 報道機関の一例、朝日新聞社の現状について

2. ビジネス環境が変わる中、報道機関の役割をどう維持するか

3. 大前提：ジャーナリズムを次世代に残す



1.はじめに：販売部数
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発行部数

357万

有料会員

30万

計

387万+ =
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朝日新聞社の朝刊発行部数
最盛期：約800万部（2000年ごろ）

（2023年9月時点）

出典：朝日新聞メディア指標2023/10/1９



1.はじめに：約130年ぶりのメディア買収
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4出典：朝日新聞社ホームページ



2.経営判断の歴史：草創期のメディア統合

1879年 大阪で朝日新聞を創刊
1888年 「めさまし新聞」を買収し東京朝日新聞を創刊
1890年 「大同新聞」を買収し「國会」と改題（95年終刊）
1944年 軍の圧力で廃業した中央公論社の設備を買収

 雑誌「図解科学」を引き継ぎ、戦後に中公へ返還

所蔵：国立国会図書館所蔵：国立国会図書館

1881年 国会開設の詔
1890年 国会開設

1909年 新聞紙法
1938年 国家総動員法



2.経営判断の歴史：かつての「新規事業」

1915年 全国中等学校優勝野球大会（夏の甲子園）
1923年 東京大阪間に航空路を開設、26年 航空部発足

1934年 ニュース映画「朝日世界ニュース」開始
1937年 東宝映画と共同で「朝日映画製作」を設立（東宝と共同）

1939年 国策新聞「大陸新報」に協力
・・・

1951年 朝日放送設立、59年 日本教育テレビ（テレ朝）設立

1956年 南極観測への出資
1964年 「ミロのヴィーナス展」、65年「ツタンカーメン展」

1984年 旧東京本社跡地に「有楽町マリオン」開業
1995年 ニュースサイト「asahi.com」開設

大学野球の流行

飛行機の実用化

満州事変、国連脱退

白虹事件、2.26事件

国際社会への復帰
東京五輪

ラジオ、テレビの普及

土地価格の高騰

インターネットの普及



3.現状の共有：売上と利益
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15年で売上が半減
不動産の黒字では、メディア事
業の減少額を穴埋めできない

売上高
2008年3月期: 5,729億円 
 23年3月期: 2,670億円

営業利益（メディア・デジタル事業）
2008年3月期: 185億円
 23年3月期: -4億円

経常利益（不動産含む）
2008年3月期: 222億円
 23年3月期: 70億円
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出典：朝日新聞社決算



3.現状の共有：バランスシート
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資産面ではまだ余力あり
投資で新しい収益源をつくる必要

総資産
2008年3月期:6,033億円 

23年3月期:5,621億円

純資産
2008年3月期:3,144億円

23年3月期:3,644億円

自己資本比率
2008年3月期:49.29%

23年3月期:63.40%

有利子負債比率
2008年3月期:4.41%

23年3月期:1.72%

年度 総資産 純資産 株主資本 自己資本比率 利益剰余金 有利子負債
有利子負債

比率

2008年3月 6033億 3144億 2798億 49.29 % 2783億 131億 4.41

2009年3月 5479億 2808億 2565億 48.70 % 2610億 86.6億 3.24

2010年3月 5504億 2735億 2526億 47.90 % 2575億 55.5億 2.11

2011年3月 5566億 2750億 2576億 47.90 % 2629億 43億 1.61

2012年3月 5729億 2954億 2738億 49.70 % 2790億 23.5億 0.83

2013年3月 5719億 3115億 2855億 52.60 % 2907億 22億 0.73

2014年3月 5760億 3337億 2981億 56.20 % 3034億 15.4億 0.48

2015年3月 5946億 3383億 2901億 55.20 % 2954億 15.4億 0.47

2016年3月 6052億 3164億 2938億 50.60 % 2991億 15.4億 0.5

2017年3月 6115億 3334億 3034億 52.90 % 3081億 13.5億 0.42

2018年3月 6076億 3736億 3152億 59.90 % 3199億 6.5億 0.18

2019年3月 6141億 3824億 3263億 60.60 % 3305億 6.5億 0.17

2020年3月 5992億 3754億 3366億 60.90 % 3410億 90.9億 2.49

2021年3月 5739億 3470億 2922億 58.90 % 2966億 81.2億 2.4

2022年3月 5742億 3506億 3050億 59.50 % 3094億 71.2億 2.08

2023年3月 5621億 3644億 3077億 63.40 % 3120億 61.3億 1.72

出典：朝日新聞社決算



3.現状の共有：デジタルメディアへの注力
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30を越えるメディアで様々な客層にアプローチ



3.現状の共有：取材体制の見直し
拠点数（本支社、総支局、駐在）

2018年 約300拠点
23年  194拠点

記者・編集者数
2018年 約2,000人

23年 約1,700人

連結従業員数
2018年 7,449人

23年 6,793人

10

配置転換、早期退職などで経費削減
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3.現状の共有：朝日新聞デジタルの機能強化

解説動画、音声読み上げ、プレゼント機能、
有識者によるコメント、時事クイズ、メルマガなど

出典：朝日新聞社デジタル
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3.現状の共有：音声メディア

記者らがニュース解説。ポッドキャストのスタジオなどに設備投資



3.現状の共有：出版事業の再編
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101年続いた「週刊朝日」を休刊
科学雑誌「Newton」をグループ化
「科学漫画サバイバル」が1400万部
伊藤潤二（富江、首吊り気球）のホラー
マンガなど著作権ビジネスに注力



自社物件の開発だけでなく、
他社を巻き込んだ地域ぐるみの再開発へ

大阪・中之島フェスティバルタワー
2017年 コンラッド大阪など

東京・銀座朝日ビルディング
2018年 ハイアットセントリックホテルなど

広島市・県庁前の再開発
2027年 竣工予定
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3.現状の共有：不動産事業
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3.現状の共有：デジタル広告機能の強化

代理店に依存しない広告ソリューションの提供
企画からメディア構築、配信、データ収集までグループで受注
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3.現状の共有：ウェブソリューション事業

他社メディアや官公庁のウェブサイト構築を受注
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3.現状の共有：展覧会、企画事業

旧来の美術展だけでなくポップカルチャーも展開



3.現状の共有：オンラインイベント、展示会

18記者が取材成果
を報告する
オンラインイベント

小池 百合子
東京都知事

持続可能な地球
と社会を考える
シンポジウム

石黒 浩
ロボット工学者

ジャック・アタリ
経済学者・思想家

小泉 悠
安全保障研究者

スプツニ子！
アーティスト・東京芸大准教授

SDGsがテーマの大型展示会
会場：東京ビッグサイト
【会期】
2024年
10月25～27日
【来場者数】
約35,000人

18

大型展示会やWEBシンポジウムに参入



3.現状の共有：フォトアーカイブ、動画アーカイブ
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戦前からの写真や動画
約270万件をメディア等に販売



3.現状の共有：オンライン通販

ECサイト「朝日新聞モール」
・生活用品「朝日新聞SHOP」
・グルメ商品「ごちまる」

朝日デジタルラボ
動画サイトMoovoo、bouncyで、
未来を感じるガジェットや暮らしに
役立つグッズを紹介

スペースアイランド
楽天などで食品販売「にっぽん津々浦々」
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顧客接点を通販に活用し



3.現状の共有：人工知能の開発
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自動要約エンジン「TSUNA」
・長文を指定した文字数に要約するAI

野球記事の自動作成「おーとりぃ」
・野球のスコアから記事を自動生成

１日20万字の文章蓄積を活かした
自然言語処理システム



3.現状の共有：コーポレートベンチャーキャピタル 朝日メディアラボベンチャーズ

アクセラレータープログラム

ベンチャー企業に出資して育成
テレビ局やグループ外部からも出資

ベンチャー出資
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4.報道メディアの将来像：何を優先するか、どう残すか
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出典：日本新聞協会

【前提】
1. 紙の新聞は10年程度で

転換点を迎える
2. デジタルメディアは新聞と比

べて収益性が低い
3. 「良い記事をたくさん書く」

だけでは挽回しにくい

何を優先し、どう残すか



4.報道メディアの将来像：何を優先するか、どう達成するか
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今後の選択肢

1. 現状の取材体制を維持

2. 確実性を重視して縮小

3. 売上に応じて体制変更

4. その他

→ 資産を減らしながらいつか終了

→ 不動産収益で養える取材体制

→ トライ&エラーで模索していく

→ ？



4.報道メディアの将来像：これまでの試行錯誤

2012 有料会員制 asahi.comを朝日新聞デジタルに改称し有料化
2013 外資ウェブニュース Huffington Post Japanへの出資

新規事業 部署としてメディアラボを新設
2014 ウェブメディア 無料メディアwithnewsの開設
2016 ウェブマーケティング サムライトの買収
2018 ウェブ配信 バーチャル高校野球の開始
2019 イベントソリューション ディーイーシーマネジメントオフィスの買収

 動画メディア bouncyの事業譲受
2020 音声メディア 朝日新聞ポッドキャストの配信開始
2022 オンライン通販 スペースアイランドの買収

 データマーケティング ぴあ朝日ネクストスコープに出資
大型展示会 東京ビッグサイトでGOOD LIFE FAIR開始

2023 科学雑誌 ニュートンプレスの買収
教育イベント 未来の先生フォーラムの統合

2024 ソフトウェア開発 アルファサードの買収



4.報道メディアの将来像：他社の試行錯誤



ありがとうございました
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